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都市計画マスタープラン及び立地適正化計画策定業務委託 

事業者候補選定プロポーザル実施要領 

１ 業務概要                                   

(1) 件名 

   都市計画マスタープラン及び立地適正化計画策定業務委託 

(2) 対象地域 

    調布市全域 ２１．５８k㎡ 

(3) 業務目的 

調布市都市計画マスタープランは，平成１０年に策定し，平成２６年の改定を経て，令和４年

度までを計画期間とするものである。次期都市計画マスタープランの策定に向けて，都市の将

来像やまちづくりの課題を踏まえ，基本理念やまちづくり方針の目標設定を行い，今後の調布

市の土地利用の在り方や，将来都市構造をまとめた全体構想を策定する。また，地域ごとの課

題を抽出し，地域の特性を生かしたまちづくりを推進するために，地域別構想を策定する。 

一方，立地適正化計画は，都市全体の観点から居住機能や都市機能の立地や公共交通の

充実に関し，まちづくりに関するさまざまな施策と連携を図りつつ，コンパクトで持続可能な都

市形成に向けた取組を推進するもので，都市全体を見渡したマスタープランとして位置付けら

れる「都市計画マスタープランの高度化版」であるとともに，将来の目指すべき都市像を実現

する「戦略」としての意味合いを持っている。 

以上のことから，調布市が抱えるまちづくりの課題を洗い出し，これに対応するための次期

都市計画マスタープランを策定するとともに，将来の目指すべき都市像を実現するための「戦

略」としての立地適正化計画を策定することを目的とする。 

 (4) 業務内容 

調布市都市計画マスタープラン及び立地適正化計画の策定業務は，両計画共通の検討事

項及び各計画独自の検討事項に分別される。業務に当たっては，効果的・効率的な検討に努

めること。 

【都市マス】→次期都市計画マスタープラン 【立適】→立地適正化計画 

ア 令和３年度 

(ｱ) 目指すべき都市像や将来都市構造の検討【都市マス】【立適】 

社会状況の変化や令和２年度に実施した現行都市計画マスタープランの成果検証を踏

まえて，目指すべき都市像や将来都市構造を検討する。その中で，主要拠点及び基幹的な

公共交通軸等の将来像においても持続可能な都市の骨格構造を抽出する。 

(ｲ) まちづくりの基本方針の検討【都市マス】【立適】 

     目指すべき都市像や将来都市構造を踏まえ，さまざまな分野の基本方針を検討する。検

討に当たっては，各施策と一体となって解決すべき都市が抱える課題とまちづくりの方針

(ターゲット)を設定し共有する。 

(ｳ) 全体構想の策定【都市マス】 

課題，目指すべき都市像，将来都市構造，まちづくりの基本方針の検討を踏まえて，全体

構想を策定する。 

(ｴ) 地域別構想の策定検討【都市マス】 

令和２年度に作成した地域カルテに基づき，地域毎の課題整理や課題解決のための方

向性について検討する。令和４年度前半までに地域別構想を策定するための検討を行う。 

(ｵ) 市が抱える課題の分析及び解決すべき課題の抽出【立適】【都市マス】 

   令和 2 年度の調査結果を踏まえつつ，本市の各分野における課題，広域的な課題，及び 
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新たな政策課題を再整理し,改定に際して重点的に検討すべき主要課題の検討・設定を 

行う。 

(ｶ) 課題解決のための施策・誘導方針の検討【立適】 

   都市の将来構造の検討を踏まえ，課題解決のための施策・誘導方針（ストーリー）を具体

的に検討する。 

(ｷ) 誘導施設・誘導区域等の検討【立適】 

   誘導施設や都市機能誘導区域，居住誘導区域等の検討について，まちづくりの方針（タ

ーゲット），課題解決のための施策・誘導方針（ストーリー），骨格となる都市構造，誘導施設

の最適立地の範囲に沿って検討する。 

(ｸ) 防災指針の検討【立適】 

   立地適正化計画の対象とする地域の災害リスクの分析，災害リスクの高い地域を抽出し，

リスク分析を踏まえた居住誘導区域を設定し，居住誘導区域における防災・減災対策の取

組方針及び地区毎の課題に対応した対策を検討する。 

（ｹ） 目標値・効果の検討，評価方法の検討【立適】 

立地適正化計画の必要性・妥当性を市民等の関係者に客観的かつ定量的に提示すると

ともに，ＰＤＣＡサイクルが適切に機能する計画とするため，課題解決のための施策・誘導

方針（ストーリー）により目指す目標及び目標達成により期待される効果を定量化し，目標

値及び評価方法を検討する。 

(ｺ) 専門家会議の運営支援【都市マス】【立適】 

   令和２年度の調査結果を踏まえ，学識経験者を含めた検討の場を設置する予定である。

この検討の場を以下の条件で開催するに当たり，その資料作成，議事録の作成等の運営補

助を行う。 

ａ ２時間程度，年３回程度の開催で検討を行う。 

ｂ その他，必要な事項については，担当者との協議において調整する。 

(ｻ) 市民参加の場の運営補助【都市マス】【立適】 

   令和２年度及び専門家会議等での検討結果を踏まえた市民参加として，参加者を特定

しない検討の場を設置する予定である。この検討の場を以下の条件で開催するに当たり，

その資料作成，検討中のファシリテーター，議事録の作成等の運営補助を行う。 

ａ 主に平日の夜間に，２時間程度，年１回程度シンポジウムを開催する。 

ｂ 主に平日の夜間に，２時間程度，年４回（各地域１回）程度のオープンハウスを開催す 

る。 

ｃ 参加者は特定しない。 

ｄ その他，新型コロナウイルス感染症拡大の状況を踏まえた市民参加の在り方について 

は，担当者との協議において調整する。 

 (ｼ) 各種会議等資料の作成【都市マス】【立適】 

    東京都をはじめとした関係機関等との協議に必要な資料及び調布市都市計画審議会

等での報告用の資料を，必要に応じて作成するものとする。 

イ 令和４年度 

(ｱ) 地域別構想の策定【都市マス】 

   地域毎の課題整理や課題解決のための方向性についての検討を踏まえて，地域別構想

を策定する。 

(ｲ) 課題解決のための施策・誘導方針の検討【立適】 

   令和３年度での検討結果を踏まえて，都市の将来構造の検討を踏まえ，課題解決のため

の施策・誘導方針（ストーリー）を具体的に検討する。 

(ｳ) 誘導施設・誘導区域等の検討【立適】 
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   令和３年度での検討結果を踏まえて，誘導施設や都市機能誘導区域，居住誘導区域等

の検討について，まちづくりの方針（ターゲット），課題解決のための施策・誘導方針（ストー

リー），骨格となる都市構造，誘導施設の最適立地の範囲に沿って検討する。 

(ｴ) 防災指針の検討【立適】 

   令和３年度までの検討結果を踏まえて，居住誘導区域を設定し，居住誘導区域における

防災・減災対策の取組方針及び地区毎の課題に対応した対策を検討する。 

（ｵ） 目標値・効果の検討，評価方法の検討【立適】 

令和３年度までの検討結果を踏まえて，課題解決のための施策・誘導方針（ストーリー）

により目指す目標及び目標達成により期待される効果を定量化し，目標値及び評価方法を

検討する。 

(ｶ) 素案の作成【都市マス】【立適】 

   令和３年度までの検討結果を踏まえて，関係機関及び庁内関係部署との協議や都市計

画審議会等の意見を踏まえて，必要な事項等を整理し，素案を作成する。 

(ｷ) 専門家会議の運営支援【都市マス】【立適】 

   令和３年度の調査結果を踏まえ，学識経験者を含めた検討の場を設置する予定である。

この検討の場を以下の条件で開催するに当たり，その資料作成，議事録の作成等の運営補

助を行う。 

ａ ２時間程度，年３回程度の開催で検討を行う。 

ｂ その他，必要な事項については，担当者との協議において調整する。 

(ｸ) 市民参加の場の運営補助【都市マス】【立適】 

   令和３年度及び専門家会議等での検討結果を踏まえた市民参加として，参加者を特定

しない検討の場を設置する予定である。この検討の場を以下の条件で開催するに当たり，

その資料作成，検討中のファシリテーター，議事録の作成等の運営補助を行う。 

ａ 主に平日の夜間に，２時間程度，年４回（各地域１回）程度のオープンハウスを開催す 

る。 

ｂ 参加者は特定しない。 

ｃ その他，新型コロナウイルス感染症拡大の状況を踏まえた市民参加の在り方について 

は，担当者との協議において調整する。 

(ｹ) 各種会議等資料の作成【都市マス】【立適】 

   東京都をはじめとした関係機関等との協議に必要な資料及び調布市都市計画審議会等

での報告用の資料を，必要に応じて作成するものとする。 

(ｺ) パブリック・コメント手続の支援【都市マス】【立適】 

   パブリック・コメントを実施するに当たり，資料作成等を行う。 

（ｻ） 印刷製本 

都市計画マスタープラン及び立地適正化計画の印刷製本を行う。 

a  寸法 Ａ４判 冊子印刷 

b  紙質 表紙・裏表紙：マットコート１３５Kg 本文：マットコート９０Kg（同等品以上） 

c  カラー 表紙：４ｃ／１ｃ 本文 ４ｃ／４ｃ 

d  ページ数 全 20０ページ程度 

e  製本 無線綴じ 

f  部数 ５００部 

g  校正 印刷を行う前に，校正１回を提出すること。なお，サンプルとして完成品と同等の 

ものを一冊校正用として提出すること。 
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２ 期間                                   

  令和３年４月中旬から令和５年３月３１日まで 

   ※本件は，複数年度の継続業務であるが，契約は単年度ごとに締結する予定である。ただし, 

契約後の業務履行状況や予算の確保に応じたものであり，本プロポーザルは契約締結を約 

するものではない。 

 

3 予算                                   

   【款】４０ 土木費 【項】１５ 都市計画費 【目】０５ 都市計画総務費 

【大】10 都市計画管理事務費 【中】54 都市計画マスタープラン策定等検討調査費 

【小】05 検討調査業務委託料 【節】 １２委託料 

     １４，６４１千円（税込）：令和3年度 

※令和４年度の予算についても，継続事業として検討業務委託の予算を調布市基本計画に

基づいた額で要望予定 

 

４ 実施形式                                 

  公募型プロポーザル方式 

 

５ 参加資格                                 

   申込時において，以下に掲げる条件を全て満たしていること。  

申込において，提出された書類の記載事項に虚偽があった場合は直ちに参加資格を失う。 

(1) 都市計画・交通関係調査業務の営業種目において，調布市での競争入札参加資格を有し

ていること。 

(2) 調布市指名停止等措置要綱（平成１８年調布市要綱第２２０号）による指名停止を受けて

いないこと。 

(3) 調布市契約における暴力団等排除措置要綱（平成２５年調布市要綱第８号）に基づく入札

参加排除措置を受けていないこと。 

(4) 調布市暴力団排除条例（平成２４年調布市条例第２７号）第２条第６号に規定する暴力団

関係者に該当しないこと。 

(5) 地方自治法施行令（昭和２２年号外政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当しない

こと。 

(6) 相互に資本関係又は人的関係にある者が本プロポーザルに参加していないこと。  

(7) 次のいずれかの申立て又は決定を受けていないこと。 

ア 会社更生法に基づく更生手続開始の申立て又は決定 

イ 民事再生法に基づく再生手続開始の申立て又は決定 

ウ 破産法に基づく破産手続開始の申立て 

(８)  日本国内において，地方公共団体（町村除く。）が発注した業務について，都市計画の調

査業務委託を過去 5 年間において 1 件以上有すること。 
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(９) 本業務担当者に技術士（都市及び地方計画部門）の資格を有する者を１名以上配置するこ 

と。 

      

６ 募集方法                                 

(1) 募集案内 

  令和３年２月１２日（金）から，市ホームページに掲載 

(2) 参加申込み 

   ア 申込み方法 

当該プロポーザルへ応募する事業者（以下「事業者」という。）は，令和３年２月２６日（金）

正午までに，以下の提出書類を必要部数用意し，原則，都市整備部都市計画課（市役所７

階）へ持参により提出すること（開庁時間は，土日・祝日を除く，午前８時３０分～午後５時１

５分まで）。ただし，現在の社会状況（新型コロナウイルス感染症の流行等）に鑑み，持参に

よる提出が困難な場合には，郵送（必着）による提出も可能とする。 

     なお，実施要領及び様式１～８については，令和３年２月１２日（金）午前１０時～２月２６日

（金）正午（閉庁日及び閉庁時間を除く。）に都市整備部都市計画課窓口で配布するほか，

市ホームページ（下記参照）に掲載する。 

（市トップページ→産業・しごと→入札・契約→プロポーザル情報→実施中の案件） 

 

書 類 部 数 備 考 

ア 申込書（様式１） 正本１部  

イ 参加資格要件確認書（様式２） 正本１部  

ウ 業務実績調書（様式３） 

  「5 参加資格(8)」の受託実績を記載 

正本１部 

写し８部 ウ，エの写しの８部は，会社名・

住所等がわからないようにする

こと 

 

エ 業務予定技術者調書（様式４） 

「５ 参加資格（９）」に定める資格を証明する

書類の写し，及び正規雇用であることを証明す

るものを添付すること。 

正本１部 

写し８部 

オ 会社概要（様式自由・パンフレット可） 

  以下の内容は必ず記載されたものであること 

   (ｱ) 会社名 

   (ｲ) 代表者名 

   (ｳ) 資本金 

   (ｴ) 事業内容 

   (ｵ) 本業務を担当する支店又は営業所等

の名称及び所在地 

正本１部  

イ  参加資格審査及び審査結果の通知 

実施要領に基づき事業者の参加資格を審査し，全事業者に対して，令和３年３月１日

（月）に審査結果を通知する。また，書面の通知と併せて電子メールを送信する。 

  なお，参加資格に満たないと判断された事業者は，その理由について，令和３年３月４日 

（木）正午までに，書面（持参又は郵送（必着））にて説明を求めることができる。 

(３) 企画提案書の提出 
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   ア 提出方法 

参加資格審査の結果，参加資格を満たすとされた事業者は，令和３年３月１２日（金）正午

までに，次の書類を必要部数用意し，都市整備部都市計画課へ持参又は郵送（必着）によ

り提出しなければならない。 

書 類 部 数 備 考 

ア 企画提案書 

  （提案書表紙：様式５，企画書：様式自由・

Ａ４縦３ページ左綴じ） 

正本 １部 

写し ８部 

企画提案書作成上の留意点

（実施要領）を参照の上，作成

すること。 

イ 業務スケジュール（様式自由） 
正本 １部 

写し ８部 

２箇年の流れがわかる全体のス

ケジュール及び令和３年度のみ

のスケジュールを作成すること，

また，令和３年度分については，

打合せ等の詳細も記載するこ

と。 

ウ 業務実施体制調書（様式６） 
正本 １部 

写し ８部 
 

エ 経費見積書（様式自由・Ａ４縦左綴じ） 
正本 １部 

写し ８部 

・令和３年度の見積書及び内訳

書を添付すること。見積の総額

が見積限度額を超えないこと。 

・事業期間全体の参考見積書

及び年度毎の内訳書を添付す

ること。 

※ア，イ，ウ，エの写しは，会社名・住所等が分からないようにすること 

 

イ 企画提案書作成上の留意点 

(ｱ) 要点を押さえてわかりやすく的確に記載すること。 

(ｲ) 様式自由とするが， 実施要領の「１ 業務概要 (4) 業務内容」を達成するために 

必要な業務推進方法や配慮すべき事項等について記載すること。また，人員体制を踏 

まえた内容とすること。 

(ｳ) 次の項目については必ず記載すること。 

         ａ 貴社が考える都市計画マスタープラン及び立地適正化計画の構成 

ｂ 市民参加 

ｃ 防災指針の考え方 

(4) 質疑応答 

質疑のある事業者は，質問事項，会社名，担当者名，電話番号及び電子メールアドレスを 

   明 記 の上 ，質 問書 （様 式 7 ） にて ，以 下 の期限 までに都市整備部都市計画課

（keikaku@w2.city.chofu.tokyo.jp）へ電子メールで提出すること。 

ア 申込，参加資格審査に関する質疑 

       申込，参加資格の審査に関する質疑については，令和３年２月１９日（金）正午を期限とし 

て受け付ける。回答は，令和３年２月 24 日（水）までに，随時，市ホームページに掲載する。 

    イ 企画提案に関する質疑 

企画提案に関する質疑については，参加資格審査の結果，参加資格を満たすとされた 

     事業者に限り，令和３年３月１日（月）から５日（金）正午まで受け付ける。回答は，令和３年 

mailto:keikaku@w2.city.chofu.tokyo.jp
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３月８日（月）までに，随時，市ホームページに掲載する。 

(5) 審査方法 

ア 一次審査（書類審査）及び審査結果の通知 

       企画提案書等による書類審査を行い，令和３年３月1７日（水）に当該審査を行った全事

業者に対し，書面にて通知する。また，書面の通知と併せて電子メールを送信する。 

なお，一次審査を通過しなかった事業者は，審査結果について，令和３年３月１９日（金）

正午までに書面（直接持参又は郵送）にて説明を求めることができるものとする。回答は

令和３年３月２２日（月）に書面で送付する。 

イ 二次審査（プレゼンテーション審査） 

      一次審査を通過した上位４事業者（参加資格を満たすと判断された事業者が５者未満

であった場合は，参加資格を満たす事業者全員）に対して，3月２５日（木）にプレゼンテー

ション審査を実施する。当日のプレゼンテーションは，本業務実施時の担当技術者が行う

こととする。なお，昨今の社会状況（新型コロナウイルス感染症等）に応じてリモート会議形

式等によるプレゼンテーション審査とする場合がある。 

(ｱ) プレゼンテーション要約資料の事前提出 

           プレゼンテーション審査に参加する事業者は，プレゼンテーション（スライド等）を要約し

た資料（A4）を８部用意し，令和３年３月２３日（火）正午までに，都市整備部都市計画課

へ持参又は郵送（必着）により提出しなければならない。また，メールで当日使用するプレ

ゼンテーション資料のデータを都市整備部都市計画課へ送付することとする。 

     (ｲ) 選定結果の通知 

        選定結果は，プレゼンテーション審査を行った全事業者に対し，令和３年３月２６日 

（金）に書面にて通知するものとする。また，書面の通知と併せて電子メールを送信する。 

    なお，当該審査により選定されなかった事業者は，審査結果について令和３年３月 

３１日（水）正午までに書面（直接持参又は郵送（必着））にて説明を求めることができ

る。 

回答は令和３年４月１日（木）に書面で送付する。 

 

７ 審査概要                                 

(1) 審査委員会の設置 

    「都市計画マスタープラン及び立地適正化計画策定業務委託事業者候補選定プロポーザ

ル審査委員会（以下「審査委員会」という。）」を設置し，企画提案書類等の審査及びプレゼン

テーション審査を行う。 

  (2) 委員構成 

     構成人数は，６人以内とする。 

ア 都市整備部次長                  １名 

イ 都市整備部都市計画課職員           １名 

ウ 都市整備部住宅課職員              １名 

エ 都市整備部街づくり事業課職員         １名 

オ 都市整備部交通対策課職員           １名 

カ 行政経営部職員                  １名 

(3) 審査方法 
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     審査委員は，事業者から提出された企画提案書等の審査及び事業者からのプレゼンテー

ションを受け，企画提案内容を総合的に評価する。 

(4) 一次審査（書類審査）及び二次審査（プレゼンテーション審査） 

    ア 一次審査（書類審査） 

       参加資格を満たすと判断された事業者が５者以上であった場合，企画提案書等による

書類審査を行い，得点の高い順に上位４事業者までを，次のプレゼンテーション審査の対

象とする。なお，参加資格を満たすと判断された事業者が５者未満の場合は，一次審査を

実施せずに二次審査に進むこととする。 

   イ 二次審査（プレゼンテーション審査） 

     一次審査を通過した上位４事業者（参加資格を満たすと判断された事業者が５者未満で

あった場合は，参加資格を満たす事業者全員）に対して，プレゼンテーション審査を実施す

る。当日のプレゼンテーションは，本業務実施時の担当技術者が行うこととする。 

    ウ 評価基準（予定） 

(ｱ) 調布市の特性を踏まえた業務の理解度及び分析力 

(ｲ) 知識，専門性及び情報処理能力 

(ｳ) 的確性及び実現力 

(ｴ) 表現力及び論理性 

(ｵ) 積極性 

(ｶ) 業務遂行能力及び実施体制  

   エ 選定 

(ｱ) 各委員は，評価の高い者から事業者の順位を定めるものとする。 

(ｲ) (ｱ)により，複数の事業者において評価得点が同点の時は，各委員は総合的な評価

により，当該事業者の順位を定めるものとする。 

(ｳ) 一次審査（書類審査）は，各委員の評価得点を合計した点数により事業者の順位を

決定する。なお，複数の事業者において，評価得点を合計した点数が同点の場合は，

(ｱ)及び(ｲ)により，各委員が定めた順位を参考に審査委員会で審議し，当該事業者の

順位を定めるものとする。 

(ｴ) 二次審査（プレゼンテーション審査）は，審査終了後，各委員が定めた順位を参考に

審査委員会で審議した後，(ｱ)及び(ｲ)により，委員から最も多く第１位の順位を獲得し

た事業者を，当該委託業務を受託する者の候補者（以下「候補者」とする。）として選定

する。 

   なお，複数の事業者において，第１位の順位獲得数が同数の場合には，当該事業者に

おいて第２位の順位獲得数の多い事業者を上位とする。また，第１位の順位獲得数及び

第２位の順位獲得数いずれも同数の場合には，当該事業者において，各委員の評価得

点の合計が最も高い事業者を上位とする。 

(ｵ) 複数の事業者から応募があった場合は，第２位以下についても順位を定めるものと

する。 

(ｶ) 候補者選定後，上位の事業者が辞退又は失格となったときは，下位の事業者の順位

を繰り上げて，順位を定めるものとする。 

    オ 最低基準 

      事業者候補の選定に当たっては，評価に最低基準を設け，事業者の評価が，最低基準に 

満たないときは，当該事業者を事業者候補として選定しない。 

   カ 選定結果の報告 

     審査委員会は選定結果を市長に報告する。 

   キ 候補者の決定 
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市長は，前項目の報告に基づき，候補者を決定する。 

   ク 選定結果の通知 

   (ｱ) 結果通知 

       二次審査（プレゼンテーション審査）の審査結果については，令和３年３月２６日（金）に 

当該審査を行った全事業者に対し，書面にて通知するものとする。また，書面の通知と併

せて電子メールを送信する。 

(ｲ) 結果に関する問い合わせ 

    二次審査（プレゼンテーション審査）により選定されなかった業者は，審査結果について 

令和３年３月３１日（水）正午までに書面にて説明を求めることができる。回答は令和３年 

４月１日（木）に書面にて送付する。 

 

８ 日程                                 

     日時 内容 

令和３年 

２月８日（月） 

第１回審査委員会 

２月１２日（金） 公告，ホームページへの掲載 

参加資格に関する質問受付開始日 

２月１９日（金） 参加資格に関する質問受付締切日（正午） 

２月２４日（水） 参加資格に関する質問回答期限 

2月２６日（金） 参加申込書締切日（正午） 

３月１日（月） 参加資格審査結果の通知 

企画提案に関する質問受付開始日 

３月４日（木） 参加資格結果に対する質問締切日（正午） 

３月５日（金） 参加資格結果に対する質問回答日 

企画提案に関する質問締切日（正午） 

３月８日（月） 企画提案に関する質問回答日 

３月１２日（金） 企画提案書等提出締切日（正午） 

３月１６日（火） 第２回審査委員会 

（一次書類審査※５事業者以上応募があった場合に実施） 

３月1７日（水） 一次書類審査の結果通知（※５事業者以上応募の場合） 

３月1９日（金） 一次審査結果に対する質問締切日（正午） 

３月２２日（月） 一次審査結果に対する質問回答日 

３月２３日（火） プレゼンテーション審査資料提出締切日（正午） 

３月２５日（木） 第３回審査委員会（プレゼンテーション審査） 

３月２６日（金） プレゼンテーション審査に関する選定結果通知 

３月３１日（水） プレゼンテーション審査結果に対する質問締切日（正午） 

４月１日（木） プレゼンテーション審査結果に対する質問回答日 

９ 参加の辞退                                

   本件の申込後，参加を辞退する場合は，速やかに事務局に電話連絡の上，社名（社印の押

印），代表者名（代表印の押印），担当者名を明記した参加辞退届（様式８）を事務局に持参
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又は郵送すること。参加辞退届は調布市長宛とすること。 

 

１０ 情報公開及び提供                             

(1) 基本方針 

調布市情報公開条例（平成１１年調布市条例第１９号）（以下「公開条例」という。）に基づき，

原則として市政情報を全部公開としていることから，本プロポーザル実施に関する情報につ

いて，情報公開及び情報提供するものとする。ただし，公開条例第７条第２号及び第３号によ

り，個人に関する情報及び法人その他の団体に関する情報を公にすることにより，法人など

の事業活動上の正当な利益を害するものについては，非公開とする。 

(2) 情報提供の内容，方法など 

本プロポーザルの募集内容及び選定結果は，市ホームページにより，適宜，市民に情報提

供する。 

 

１１ その他の留意事項                              

(1) 事業者から提出された書類等（以下「提出書類等」とする。）の取扱い 

ア １事業者からの提案は，１提案とする。 

イ 提出書類に関しては，原則として追加・変更を認めない。ただし，市が認めた場合は，この

限りでない。 

ウ 提出書類等は，理由の如何に関わらず返却しない。 

エ 提出書類等は，候補者の選定を行う作業に必要な範囲で複製をすることがある。 

 (2) 必要経費 

 応募に際して要した費用は，事業者の負担とする。 

(3) 失格要件 

以下に掲げるいずれかに該当する場合は，本件の参加を無効とする。 

ア 「５ 参加資格」に記載した条件を満たしていない，又は，候補者の選定までに満たさなく

なった場合 

イ 必要書類が提出期限後に到達した場合。ただし，勘案すべき正当な理由があった場合に

はこの限りではない。  

ウ 提出書類に不備がある場合（必要事項が未記入，押印がないものを含む。） 

エ 書類等の提出，回答，報告等，市の必要と認める事項を正当な理由がなく拒否した場合 

オ 提出した書類等に虚偽の記載があった場合 

カ 見積書が見積限度額を超える場合 

キ 見積書と内訳書の金額が一致しない場合 

ク 談合その他の不正行為，審査の透明性・公平性を害する行為があったと認められる場合 

ケ  調布市暴力団排除条例（平成２４年条例第２７号）第２条第６号に規定する暴力団関係

者である場合 

コ  民事再生法等に基づき再生手続き等を行っている場合 

サ 上記事項に掲げるもののほか，公平かつ適正な事務手続等ができないものと認められる

場合 

(4) 契約 

ア 本プロポーザルは，企画・提案能力のある候補者を選定するものであり，契約の締結を
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担保するものではない。 

イ 候補者を選定後，双方協議の上，業務の詳細についての仕様書を定める。 

ウ 当該事業を実施する上で，仕様の変更を余儀なくされる場合は，双方の協議により定め

ることができる。 

エ 候補者の決定以後に「５ 参加資格」に記載した条件を満たさなくなった場合には，契約

を締結しないことがある。 

オ 本事業は，単年度契約を１回更新することを予定しているが，次年度以降については，履

行状況，予算状況等を勘案して更新しない場合がある。 

(5) 本業務実施時の担当技術者については，業務予定技術者調書に記載があった者とする。

正当な理由がない限り，それ以外の者については認めないこととし，業務予定技術者の変更

を余儀なくされる場合は，双方の協議の上，変更を認める場合がある。 

(6) この実施要領に定めるもののほか必要な事項は，別に定める。 

(7) この審査に関する事務は，都市整備部都市計画課が取りまとめる。 

１２ 問い合わせ先                                

   調布市 都市整備部 都市計画課 都市計画係 担当：東海林・甲斐  

   〒185－8511 調布市小島町2－35－1 ７階 

      電話：042-481-74５３ FAX：042-481-6800（都市計画課 都市計画係） 

    Email：keikaku@w2.city.chofu.tokyo.jp 

 

mailto:keikaku@w2.city.chofu.tokyo.jp

